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資料５

指標（案）の選定について

1. アクティビティ・アウトカムのフロー図
2.指標選定カルテ（例）
3.指標（案）の選定
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1-1) 「計画段階」を対象としたアクティビティのフロー図

社会経済情勢の変
化等に対応した計
画変更への取り組
み

地域住民、港湾利
用者等関係者との
調整の実施

・パブコメの実施回数
・パブコメで提出された意見数
・関係者との打合せ回数
・委員会の開催回数

地域住民、港湾利
用者の意見の港
湾計画への反映
などを検討

インプット アウトプットアクティビティ

事業の「必要性」、
「緊急性」の検討

・バースの貨物取扱状況指標
（取扱量、貨物伸び率、トン/m）
・バースの船舶利用状況指標
　（寄港隻数、接岸延べ時間等）
・経済損失額

事業の実施に向け
た検討

地域住民、港湾利
用者の意見を反
映した港湾計画の

策定

事業実施計画に
対する各種調整

等

エンドユーザー、
地域住民、港湾利
用者の意見を取り
入れた事業実施

計画

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

港湾計画に対する
各種調整等

事業の「効率性」
の検討

・対応策の検討数
・コスト縮減率
・新工法の導入件数
・Ｂ／Ｃ
・滞船減少率

・関係者との調整回数

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

課題の整理、対応
方策、計画案の検

討など

・利用者へのアンケート
実施回数
・利用者からの要望数

地方整備局などに
よる調整等

地方整備局などに
よる調整等

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

・関係者との調整回数

管
A 1 -1

本省（国土交通省
港湾局）による指
導、審査等

国

管

2 -1 3 -1 4 -1

国 国 国

1 -2 2 -2 3 -2B

5 -1

4 -2

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

・HPアクセス件数
・情報公開件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

1 -3 2
-3

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアクティビティ

・・・

行政の効率化に資する重要なアクティビティ・・・



1-2) 「施工段階」を対象としたアクティビティのフロー図

国際海上コンテナ
ターミナルの施工

多目的国際ターミ
ナルの施工

複合一貫内貿ター
ミナルの施工

リサイクル材及び
新技術の導入

・リサイクル材利用率
・新技術導入件数

工事の進捗管理
の実施

建設費用の
変化

予定進捗率
の達成

・予定進捗率の達成度
・工期の短縮日数

インプット アクティビティ アウトプット

リサイクル材及び
新技術導入の検

討

・リサイクル材導入の検討件数
・新技術導入の検討件数

工事の進捗管理
の検討

・進捗管理の検討数

工事事故の防止
対策の実施

・水質環境レベル
・大気環境レベル
・騒音環境レベル

（安全対策）
工事事故の防止
対策の検討

国際幹線航路の
施工

臨港道路の施工 地元・環境対策の
実施

・地元・環境対策の実施件数

地元・環境対策の
検討

・防止対策の検討件数

施工中の円滑な
物流活動の遂行

・港湾利用者満足度
・施工中の航行制限時間
・施工中の航行制限隻数

港湾機能の
維持等の検討

・機能維持対策の検討件数

港湾機能の維持
等の実施

施工時の環境被
害、漁業損失の

軽減

・建設費用削減率

港湾施設の完成

・工事安全教育の実施件数
・施工中の工事事故件数

工事事故件数の
減少

・工事中の事故件数

・環境調査の実施回数
・工事説明会の実施件数
・工事説明会の参加人数

・機能維持対策の実施件数

2

国

管 A

1 -2

国

管

国

管

国

国

管

B

C

D

E

1 -3

1 -4

1 -5

1 -6 2 -6

2 -5

2 -4

2 -3

2 -2 3 -1

3 -2

3 -3

3 -4

3 -5

より経済的な構造
断面の導入

・構造形式などの導入数

より経済的な構造
断面の検討

・構造形式などの検討数
・構造断面などの比較数

1 -1
2 -1

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

・HPアクセス件数
・見学会の実施件数
・見学会の参加人数
・情報公開件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

1
-7

2
-7

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアクティビティ

・・・

行政の効率化に資する重要なアクティビティ・・・

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関

保安対策の推進

国

管
F

耐震強化岸壁
の整備

国

管 G

行



1-3) 「供用段階」を対象としたアウトカムのフロー図

国際海上コンテナ
ターミナルの整備

多目的国際ターミ
ナルの整備

複合一貫内貿ター
ミナルの整備

臨港道路の整備

国際幹線航路の
整備

港湾諸手続の
簡素化への対応

保安対策の
推進

24時間フルオープ
ン化の推進

ポートセールスの
実施

港湾利用の
促進

・航路数
・入港船舶数
・取扱貨物量
・提携姉妹港

オープン時間の
延長

・CIQのオープン時間

保安対策の
実施

・フェンス延長
・保安対応バース数
・保安対応済み港湾数
・保安対応済み入港船舶数

手続きの国際標
準化への対応
(FAL条約対応)

ワンストップサー
ビス（シングルウィ
ンドウ）化の実現

大型船舶が航行
可能な航路の供

用

船舶の円滑な
航行の実現

・航行船舶平均速度
・事故発生率

臨港道路の
延伸

・臨港道路の延長
・臨港道路の交通容量

物流ターミナルの
供用

・埠頭用地面積
・泊地面積
・バース数
・供用岸壁の延長
・大水深岸壁の延長
・荷役機械設置台数
・荷役機械処理能力

陸上輸送距離の
短縮

・平均陸上輸送距離
・最寄ICまでの距離
・陸上輸送半日往復圏の
人口カバー率
・域内発着貨物量増加率

臨港道路における
渋滞の減少

・渋滞発生時間
・渋滞による損失費
用
・夜間のゲート利用料
・平均走行速度

港湾荷役の
効率化

・時間当り荷役量
・荷役機械当り荷役量
・夜間、休日利用量

船舶の大型化へ
の対応

・大型船の寄港隻数
・大型船の寄港比率
・コンテナ船の就航船型

船舶の滞船時間
の減少

・船舶滞船時間
・湾内静穏度

リードタイムの
短縮

・貨物積み卸し時間
・申請手続時間
・通関処理時間
・平均リードタイム
・港湾EDI利用率

陸上輸送コストの
低減

・陸上輸送コスト低減額
・平均陸上輸送時間
・最寄IC平均到達時間短
縮率

荷役コストの低減

・港湾施設使用料低減率
・ターミナルリース料金低
減率
・入港料金低減率

海上輸送コストの
低減

・海上輸送コスト低減額
・所要海上移動時間
・海上輸送運賃低減額

国際競争力の強
化と国民生活の
質の向上に資す

る海上輸送サービ
スの確保・産業空

間の形成

・製造業海外生産比率
・消費者物価指数
・輸入生鮮食料品国内価格
・輸出自動車海外販売価格
・国際競争力ランキング

インプット／
アクティビティ アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

・FAL条約と異なる手続
きの件数（相違件数）

・ボトルネック解消率

・入港拒否回避隻数

・シングルウィンドウ利用率
・Sea-NACCS連携率
・港湾EDI普及率

・利用状況の変化

国

管

国

管

国

管

国

管

国

国

管

行

国

管

管

行

管

3

行

物流コストの
低減

・海運を利用した物流コ
スト低減率

A

B

C

D

E

F

G

H

I

1 -1

2 -1 4 -1

2 -2

2 -3 4 -2

4 -3

2 -4

2 -5

2 -7

2 -6

4 -4

3 -1

1 -8

1 -7

1 -6

1 -5

1 -4

1 -3

1 -2

安全性の向上

・バースの貨物取扱状況指標
（取扱量、貨物伸び率、トン/m）
・バースの船舶利用状況指標
　（寄港隻数、接岸延べ時間等）
・経済損失額

耐震強化岸壁
の整備

国

管 J

耐震強化岸壁
の供用

1 -9

地震時等災害時
における物流機能

の確保

・港湾による緊急物資供
給可能人口

2 -8

・耐震強化岸壁整備比率

より安全・安心なサービスの実現

より安全・安心なサービスの提供

より効率的な施設
の利用

より安くて速いサービスの実現より安くて速いサービスの提供

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

・HPアクセス件数
・見学会の実施件数
・見学会の参加人数
・情報公開件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

2 -9 3 -2

【凡例1】

・図中の□の下は指標例
（※青文字は政策チェックアップ指標）

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアウトカム／アウトプット

・・・

行政の効率化に資する重要なアウトカム／
アウトプット

・・・

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関



2) 指標の選定カルテ（例-1）
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指標の目的 より安くて・速いサービスの提供

アウトカム 船舶の大型化への対応

指 標 ①大型船の寄港比率 ②コンテナ船の就航船型

指標の定義 ①大型船の寄港隻数／寄港隻数 ②Σコンテナ船の寄港船型／コンテナ船の寄港隻数

データソース 港湾管理者の管理データ

■港湾管理者の入港関連データ（例）

■コンテナ航路のイメージ（例）

直接的 データ収集性 継続性 客観性 戦略的利用可能性

大型船の寄港隻数 △ ○ ○ ○ △

大型船の寄港比率 ○ ○ ○ ○ ○

指標選定の条件

指 標

アウトカム（成果）を直接的
に表すことができる指標で
あるか？

時間と費用をかけずに収集
できるデータに基づいた指標
であるか？

将来の長期にわたって継続
的に計測できる指標である
か？

測定者の裁量が入る余地
のない指標であるか？

意思決定や改善策を検
討する際に、戦略的に利
用することができる指標
であるか？

コンテナ船の就航船型 ○ ○ ○ ○ ○



2) 指標の選定カルテ（例-2）
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指標の目的 より安くて・速いサービスの提供

アウトカム リードタイムの短縮

指 標 港湾における申請書類に占める港湾EDI利用率

指標の定義 Σ各港湾の港湾EDIを利用した年間申請件数(件数) ／Σ各港湾の年間申請件数(件数)

データソース 港湾管理者の管理データ

■リードタイムの構成について（輸入貨物の場合）

直接的 データ収集性 継続性 客観性 戦略的利用可能性

①貨物積み卸し時間 （入港→搬入）
△

（リードタイムの一部）

△
（関税局の調査（３年ごと）あり）

○ ○ ○

③通関処理時間 （申告→許可）
△

（リードタイムの一部）

△
（関税局の調査（３年ごと）あり）

○ ○ △

④平均リードタイム（入港→許可） ○
△

（関税局の調査（３年ごと）あり）
○ ○ ○

指標選定の条件

指 標

アウトカム（成果）を直接的
に表すことができる指標で
あるか？

時間と費用をかけずに収集
できるデータに基づいた指
標であるか？

将来の長期にわたって継
続的に計測できる指標で
あるか？

測定者の裁量が入る
余地のない指標である
か？

意思決定や改善策を検討す
る際に、戦略的に利用するこ
とができる指標であるか？

②申請手続き時間 （搬入→申告）
△

（リードタイムの一部）

△
（関税局の調査（３年ごと）あり）

○ ○ △

港湾EDI利用率 △ ○ ○ ○ ○

入港 ヤードへの搬入 申告 許可

②① ③

④

（通関） 入港～搬入 搬入～申告 申告～許可

26 36.8 4.3

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0

平成１６年３月

出典：輸入手続きの所要時間調査（財務省関税局）

67.1(2.8日) （単位：時間）

（参考）輸入貨物の入港から引取までの期間



3) 指標（案）の選定
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A.国民への説明責任・成果主義などへの対応
(1)より安くて・速いサービスの提供
〔指標- 1〕 大水深ﾀｰﾐﾅﾙにおける対象大型船舶の寄港比率

〔指標- 2〕 欧米との基幹航路にかかわる定期コンテナ船の就航船型
〔指標- 3〕 港湾の入出港諸手続における電子データ利用率

(2)より安全・安心なサービスの提供
〔指標- 1〕 耐震強化岸壁の整備進捗に関する指標

(3)より効率的な投資・有効的な港湾の利用の実現
〔指標- 1〕 港湾の貨物取り扱い状況に関わる指標

〔指標- 2〕 港湾の船舶利用状況に関わる指標

(4)より透明性の高い行政の実現
〔指標- 1〕 港湾の現地見学会への参加人数に関わる指標

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

（スケールメリットによる
より安いサービスの提供）

（時間短縮による
より速いサービスの提供）

現場の事務所による独自指標

B.より効率的な行政への対応
(1)より効率的・効果的な行政への対応
〔指標- 1〕 事業の施工に関わる予定進捗率の達成度
〔指標- 2〕
〔指標- 3〕

現場の事務所による独自指標（今後追加検討）


